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Abstract 

Chemical fertilizer plays a very important role in promoting agricultural production and food security. 

However, currently the amount of fertilizer used is too large and the utilization efficiency of fertilizer 

is low. As a result, chemical fertilizer has become a major source of agricultural pollution. In order 

to coordinate the relationship between agricultural development and environmental protection, China 

and Japan have carried out a series of studies on efficient fertilization and environmental assessment 

since 1997-2016. This paper reviews the main research achievements of the 20 years of Sino-

Japanese cooperation, expounds the main achievements and revelations of the 20 years of 

cooperation, and puts forward some thoughts and suggestions for future cooperation. It suggests 

some new ideas for Sino-Japanese cooperation in future with high quality production and 

environmental protection in agriculture in mind.  

 

 

 化学肥料は食糧の「食糧」として、農業生産の促進と食糧安全において、重要なサポー

ト的な役割を果たしてきた（張福鎖等、2008）、とりわけ中国は世界 7%の耕地で世界人口

の 22%を養っているという奇跡を起こした背景には、化学肥料が食糧生産の安定に大きく

貢献している。食糧増産への貢献率は 40%以上（朱兆良等、2013）とされる。現在中国農

地化学肥料施用量は世界平均使用量の三倍以上で、化学肥料の利用率が低く、さらに窒素

肥料の利用率は 35%未満で、世界平均より 15-20％も低い。肥料利用率の低さより、大量

の養分とりわけ窒素養分は空気と水で流失し、重要な汚染源となった。農業発展と環境保

護の関係を改善するために、中日双方は 1997-2016 年において、「環境保護型農業生産技術

の開発と評価」及び「中国典型農地における化学肥料の環境リスク評価と施肥技術」等の

研究を行い、中国の主要農作制度における化学肥料の損失状況を究明、同時に土壌養分資

源の環境リスクを分析、化学肥料の流失を低減させる技術措施を提案、科学的な施肥及び

養分資源の管理を改善、化学肥料の利用率を向上させ、農地の生態環境を守ることができ

た。 
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１ 中日高効率施肥と環境評価研究成果を振り返る 

1) 環境保護型農業生産技術の開発と評価研究（1997 年-2003 年） 

 施肥の目的は農作物の生産量を増やし、人類の発展が必要な食糧を確保するためである。

しかし最近 30 年来、中国化学肥料の使用量は継続的に増加したが、食糧生産量の増加は逆

に緩やかになった（張福鎖等、2008）。同時に化学肥料の非合理的な使用によって、環境汚

染の問題がますます浮き彫りになった（陸文聡等、2017; 劉钦普、2017）。化学肥料の使用

と環境の関係を改善するため、1997 年から 2003 年まで、中日双方は 7 年間にわたる中日

政府間の協力プロジェクト「中国主要食糧資源の持続生産と高度利用」をテーマにした研

究を実行し、その内容のひとつとして「環境保全型農業生産技術の開発と評価」があった。

この部分の内容は中国農業科学院土壌肥料研究所、中国科学院南京土壌研究所と日本国際

農林水産業研究センター、日本農業環境技術研究所等の機関が協力して完成したものであ

る。本プロジェクトは中-日協力の新紀元を作り、中日農業科学技術協力の代表的プロジェ

クトであった。本プロジェクトの協力研究は、主に以下の研究成果が得られた。 

(1) わが国の主要農作制度における化学肥料中窒素の流失ルートの解明 

 化学肥料が土壌に使われてから、一部は農作物に吸収され、一部は土壌の中に保全され、

その他は化学肥料の流失部分と見なされている。流失した部分は空気に揮発し、地下水に

溶脱し、または地表水にも入ってしまう（朱兆良、2000；Guo et al., 2004; 周建斌、2017；

巨暁棠等、2014；徐明崗等、2015）。 

 中国北方地域の小麦-トウモロコシの輪作制度において、アンモニアの揮発は主に気温が

比較的に高いトウモロコシの生育期に発生し、窒素の流失率は 19.4-71.3%の間である。し

かし小麦生育期における窒素の流失率はわずか 1.4-2.1%。中国南方地域の二期作米輪作制

度において、早い時期の稲と遅い時期の稲の生育期におけるアンモニアの流失率は非常に

近く、約 25-41 %（平均は 35%）である。 

 窒素の溶脱は南、北問わず低い数値を維持し、損失率はわずか 2%ぐらいである。中国北

方地域の小麦-トウモロコシ輪作制度において、尿素が土壌に吸収されるとすぐアンモニウ

ムに変わり、アンモニアは引き続き硝酸態窒素に変化し、アンモニウム含有量はすぐに低

下し、二週間後低い数値に安定するが、硝酸態窒素の含有量が徐々に高くなり、その後は

アンモニウム含有量と比べ、終始比較的に高いレベルを維持している。上記でわかること

は、華北地域の灌漑システムを使っている農地において、土壌中の可給態窒素は硝酸態窒

素がメインである。アンモニウム含有量が高くなく、土壌に吸着されることもあるため、

灌漑農地の窒素溶脱は主に硝酸態窒素の溶脱である。南方地域の二期作米輪作制度におい

て、水稲生育期の水田は比較的に長い期間にある程度の水層を保有し、同時にある程度浸

み出ているため、窒素溶脱の現象もあるが、窒素の溶脱量はわずか施肥量の 1.4%である。 

 中国の南方地域は水稲の栽培がメインで、農地は一年中何回もの進水と排水を繰り返し、

一部の丘陵地域では串灌（水盤灌漑）の方法を使用している。さらに南の降水量が多く、

地表を流れ去る雨水の量も多いため、南では農地の表面に溶け込んだ窒素は雨水に流され

る。そのため、地表の雨水による損失も南の丘陵地区の窒素流失の重要ルートである、窒
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素流失率は 8.4 %-11.2 %である。 

(2) 緩効性肥料と有機肥料使用中の窒素利用率を究明し、環境保全型施肥新技術を提案 

緩効性肥料を施肥することで、肥料の流失を大幅に低減させることができ、肥料の利用

率を向上できる（盧艶麗等、2011；候紅乾等、2018；徐明崗等、2015）、しかし異なる作物

に対する増産効果もかなりの差があり、異なる作物における応用見通しも違う。中国北方

地域の小麦—トウモロコシ輪作制度に、Meister 緩効性肥料を使用した小麦生産量は尿素よ

り低く、緩効性肥料の小麦に対する増産作用は尿素ほど大きくないと証明している。各処

理によるトウモロコシ生産量の差はあまりなかった。緩効性肥料は尿素と同じ生産量を維

持するという条件の下で、窒素の揮発を大きく抑えたため、とりわけ Meister150 kg N/ hm2

による処理は、普通の使用量で肥料の利用率を 6.9-13.3%向上させることができ、生産量は

同量の尿素と一致、或いはやや高くなっている。中国南方の二期作米輪作制度において、

緩効性肥料 75kg N/ha を使用した状態で、生産量は 150 Kg N/ha の尿素を使った時と同じレ

ベルに達することができ、肥料の利用率は約倍になり（尿素窒素の利用率は 25-35%、平均

は 30%；緩効性肥料窒素の利用率は 65-75%、平均は約 70%）、応用の見通しは非常に明る

い。 

有機肥料と無機肥料を配合して使用することによって窒素の流失を減少させ、化学肥料

の利用率を向上させる重要な役割を果たす（徐明崗等、2015；張淑香等、2015）。中国南方

地域の二期作米輪作制度の研究では、水稲生育期間中のアンモニア揮発流失量、窒素量が

同じな場合、早生稲をターゲットに化学肥料だけを使う（NPK）場合と化学肥料と有機肥

料（NPKM）を融合した肥料を使う場合、アンモニア揮発の窒素損失量はそれぞれ施肥量

の 37.7%と 18.2%を占め、有機肥料（M）を使用した場合アンモニアの揮発量は窒素肥料施

肥量の 0.7%しかない。晩生稲の NPK 処理における、アンモニア揮発窒素流失量は施肥量

の 37.9%を占め、NPKM と M 処理のアンモニア揮発流失が少なく、それぞれ施肥量の 7.2%

と 1.0%を占める。異なる施肥処理による窒素肥料の利用率も明らかに違い、5 年間試験の

平均値は、化学肥料だけを使用する場合の窒素利用率はわずか 26.2%、有機肥料と無機、

有機肥料を配合した場合の窒素利用率が比較的に高く、それぞれ 35.4%と 37.8%である。

総生産量から見ると、有機無機肥料を配合した場合は一番高く、化学肥料より 8.3%増産し

た。有機無機を配合した肥料は稲の生産量を効率的に改善できるだけでなく、窒素肥料の

利用率を著しく向上させることができ、農業生産の持続可能な発展を実現するための重要

な施肥方式である。 

2) 中国典型的農地化学肥料の環境リスク評価と施肥技術研究（2004 年-2016 年） 

 化学肥料使用量が著しく増加し、環境汚染が日々進み、とりわけ中国では化学肥料の使

用量が高いため、農地地における化学肥料汚染問題の先進国より目立っていて、農業の窒

素とリンは水体富栄養化への主な原因で（劉欽普、2014）、農業で排出したアンモニアは空

気中で硫酸アンモニウムと硝酸アンモニウムを形成し、スモッグの成分となり、大気透明

度を影響する重要物質である（白由路、2018）。健全な農地の生態システムと農業持続可能

な発展のため、中日双方は第二期協力プロジェクト「中国典型農地における化学肥料の環
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境リスク評価と施肥技術」を展開し、執行期間は 2004 年-2016 年。本期間での研究はデー

タ収集、調査研究をメインにして、典型的な農地における土壌養分の環境リスク分析研究

を行い、農地の土壌養分のバランス状況を究明し、さらにその環境リスクの特徴を明確す

る。本期プロジェクトの協力研究は、おもに以下の研究成果があった。 

(1) 河北省における異なる利用方式での土壌窒素、リン養分の投入と余剰状況 

 河北省の野菜畑と食糧生産農地の窒素、リンは主に化学肥料から由来であり、化学肥料

が総施肥量に占める割合は 70%以上である。食糧生産農地、果樹園と野菜畑の窒素、リン

はいずれも余った状態で、窒素の余剰率は果樹園が一番高く（532.6%）、続いては野菜畑と

食糧生産農地（61.5%と 31.6%）である。リン肥の余剰率は野菜畑と果樹園が一番高く

（700.4%と 615.7%）、食糧生産農地が一番低い（66.6%）。全体的に見るとリン肥の余剰率

は窒素肥料より高い（李玲等、2016）。 

(2) 窒素、リン養分の環境リスク指数を明確した 

 窒素の余剰率が 20%以上だと、環境に潜在的脅威をもたらすため、リンとの余剰率を合

わせて、最大は 150%を超えてはいけない（Zhao et al., 2009）。河北省の野菜畑と果樹園の

窒素、リン肥余剰率はすでに基準を大きくオーバーし、環境に対する潜在的脅威も比較的

に大きい。同時に環境リスク指数 0.5 を安全数値とし、0.5 以下だと環境にリスクはないと

判断する（劉钦普、2014）。河北省野菜畑、果樹園と食糧生産農地の三種類の異なる利用方

式の窒素肥料とリン肥の環境リスクはいずれも 0.5 を超えている（李玲等、2016）。そのう

ち食糧生産農地の窒素、リンの環境リスクは低度リスク、果樹園の窒素、リンの環境リス

クは中度リスク、野菜畑の窒素、リンの環境リスクはすでに厳重リスクに達している。そ

のため、河北省は窒素、リン肥の投入を減少し、土壌をよりよく培うために、有機肥料の

投入率を引き上げるべきである（李玲等、2016；徐明崗等、2015）。 

 

２ 中日高効率施肥と環境評価が 20 年間の協力で得た収穫と感想 

 中日高効率施肥と環境保護は 20 年間の協力を経て、中国の研究能力と研究水準を著し

く引き上げられた。とりわけ緩効性肥料に関する研究は、緩効性肥料の窒素コントロール

原理と異なる地域、異なる栽培システムにおける高効率施肥技術を実現し、国際先進レベ

ルに達している。黄淮海平原の農地と華中水田の窒素肥料環境保全型施肥技術は、農業部

科学技術進歩二等賞を獲得した。協力によって、多くの人才を輩出した。20 年間、双方交

流した人数は 80 人以上、国際的ワークショップを 9 回開催し、中-日土壌環境評価と保護

の国際影響力を著しく向上させ、双方の文化交流と友情を深めた。協力した 20 年、中日双

方は資源の共有を実現し、優位性を補完し合い、長期的な友好協力パートナシップ関係を

築いた。これからも科学研究プロジェクトを協力し、参加する人数が多くなるに連れ、双

方は中日友好と中日科学技術イノベーションに更なる大きな貢献ができると考える。 
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３ これから中日科学技術協力に関する考えと意見 

 現代農業の発展とともに、良質、高効率、利便性、環境保全などに関する要求もますま

す高くなり、中日双方は農業資源環境分野、とりわけ高効率施肥と環境保全における協力

もますます広くなり、多元化になってきた。中日双方の優位性と農業生産の新しい需要を

総合的に考えると、未来の協力ポイントを以下の視点に集約できると思う。 

1) 高効率施肥技術の研究と応用 
 高効率施肥は作物栄養供給の各プロセスに使われ、現代的技術を使って、肥料の利用率

を最大限に引き上げ、作物の生産量と品質の向上を保証するだけでなく、資源のロス問題

を解決し、生態環境を守る（白由路、2018）。現在農業生産で実際に効果を見せている高

効率施肥技術は主に測土施肥技術、精確的施肥技術、灌漑施肥技術、軽減式施肥技術、葉

面施肥技術等がある。特に科学技術の発展とともに、高効率栄養診断技術、デジタル化養

分管理システム、養分高効率利用遺伝子選択、栄養チェーンの一体化管理、作物栄養調節

技術と生態環境保護の施肥技術等は将来高効率施肥技術研究と応用の主要方向になると思

われる（白由路、2018）。そのため、中日双方は異なる農業地域、特定な作物システムに

対し、環境友好型の高効率施肥技術を取り入れ、とりわけ簡素化した、自動的、機械化し

たセット技術を導入し、広い地域において展示応用を展開し、科学技術のサポートを強化

し、エコで良質な高効率新技術を広めていく。 
2) 新型肥料の研究開発と応用 

 新型肥料開発の重点分野は以下のとおりで、新型緩効性肥料、微生物肥料等がある。緩

効性肥料とは肥料に含まれる養分の放出速度が緩やかで、放出周期が長く、異なる作物の

肥料を必要とする特性及び成長規則に基づいて、物理的、化学的そして生物学等の技術で

養分の放出を調節し、コントロールし、成長期全体の需要に応えられる肥料である。その

ため緩効性肥料は「21 世紀新型環境保全肥料」とも呼ばれている（李玲等、2016）。緩効

性肥料には化学肥料の利用率を向上させ、使用量と施肥回数を減少し、生産コストを低減

させ、環境汚染を改善し、農作物の品質を向上させる等のメリットがあり（盧艶麗等、2011；

侯紅乾等、2018; 張德奇等、2010）。微生物肥料とは一部の活きている微生物が含まれてい

る特定製品のことで、農業生産に用いられると、作物は特定な肥料の効果を感じることが

でき、その微生物の働きは一番肝心である。微生物肥料は新型肥料として、土壌に投入後、

特定な菌株迅速に繁殖し、空気中の窒素を固定させ、土壌中に固定したリン、カリウム元

素を放出し、環境に潜めている養分を十分に発揮できる。さらに作物の成長のために素晴

らしい微生物環境を作り、化学肥料使用量の削減、環境汚染の改善、農作物品質の向上等

において重要な意義を持っている（王素英等、2003；張瑞福等、2013）。新型肥料研究と

産業化発展を促進するには、科学者と肥料業界の共なる努力が必要である。中日双方は関

連の科学研究機関と科学技術革新能力を強化し、新型肥料研究開発の投資を増やし、新型

肥料の研究開発プラットホームを構築し、新型肥料の研究開発プロジェクトを取り入れた

技術センターを創立するなど、産学研を結びつけた新しい科学研究のパターンを構築し、

共に新型肥料の開発と応用を促進し、肥料の利用率を著しく向上させ、施肥がもたらす環

境の悪影響を最低限に抑える（趙秉強等、2004）。 
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3) 国際会議の開催と人才育成 

 双方の 20 年間の協力を基礎に、引き続き協力と交流を促進し、とりわけ資源の効率的な

利用と環境保全に関する技術交流と協力を深めるためには、人才、新技術、情報交換と協

力に注目しなければならない。「持っている技術を海外に、持ってない技術を国内に」と

いう発展の考え方に基づいて、中日双方は引き続き調査研究を展開し、毎年 5-8 人の交流

を維持し、2-3 年に一回関連の国際会議を開催する。同時に双方は大学院生の育成におい

ても、共同で行い、大学院生のレベルと質を向上させ、長期にわたる協力協栄を実現する。

中日農業科学技術の発展と中日友好のために積極的に貢献する。 
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